
引用記事 日経新聞

２０２1年　10　月　16　日　　担当　小松

サプライチェーン混乱で潤う海運業界

子供たちが楽しみなクリスマスプレゼントの箱を開ける前に、世界中の港湾業者はもっと大きなコンテナの箱を処理

する必要がある。英国の代表的なコンテナ港であるフェリクストウ港の渋滞がひどいため、デンマークのコンテナ船

世界最大手APモラー・マースクは自社船を欧州の他の港に回送することにした。海の貨物輸送ルートを塞ぐサプライ

チェーンの目詰まりはまだ数カ月間続く可能性がある。

フェリクストウ港のコンテナの滞留はクリスマスに向けて在庫を備蓄したい英国の輸入業者にとって深刻な問題だ。

同港は英国最大のコンテナ港で、英国の海上コンテナ貨物の36%を取り扱っているのに、空のコンテナが山積みにな

り、満杯のコンテナの保管や荷降ろしができなくなっているからだ。

コンテナ運賃、1年で3倍に

これは市場の失敗のように思われる。空のコンテナは貴重で、価格は2倍を付けている。満杯で輸送すれば相当な利益

があるからだ。世界的にみても海上コンテナ運賃は40フィートコンテナ1個あたり平均1万ドル以上と、1年前の3倍に

跳ね上がっている。それなのに、コンテナは山積みになり輸送を妨げている。

逆張りをする投資家は、2月上旬の中国の春節前の小康状態がサプライチェーンを立て直す好機になると期待してい

る。いずれコンテナ船の数は増える。米バーンスタイン・リサーチによると、コンテナ船の新規建造発注は運航船の

25%以上と急増している。ただし、建造中の船の数は変わっていないし、輸送会社の株価もここ数カ月下落してい

る。

ところで、サプライチェーンの逼迫は海上だけでなく、陸上輸送でも問題になっている。英国ではトラック運転手が

不足し、港で荷降ろししてもすぐには顧客のもとに運べない。鉄道貨物輸送能力も限界に近い。英鉄道・道路規制庁

によると、貨物列車の走行距離は4～6月期に852万キロメートルと5年ぶりの高水準を記録した。

渋滞に悩まされているのはフェリクストウ港だけではない。船は平均7.6日遅れで目的地に到着している。これは過去

3年間の平均の2倍近くにあたり、遅延はさらに長引いている。海運会社は年内に再び通期の利益を上方修正すると予

想される。
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２０２1年　10　月　18　日　　担当　小松

原油先物、需給逼迫観測で上昇　週間では2％超の上げに

［メルボルン　１５日　ロイター］ - 原油先物価格は１５日、上昇している。週間では２％超の上げとなる見通し。

天然ガスや石炭価格の高騰で石油製品に切り替える動きが広がる中、今後数カ月、需給が逼迫する可能性が高まって

いる。

０１５６ＧＭＴ（日本時間午前１０時５６分）時点で米ＷＴＩ先物は０．３０ドル（０．４％）高の１バレル＝８

１．６１ドル。

ブレント先物は０．２８ドル（０．３％）高の同８４．２８ドル。

アナリストは、経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）の原油在庫が２０１５年以来の低水準になっていることが材料視され

ていると指摘。天然ガスや石炭価格の高騰を受けて、産業界が電力供給を石油製品に切り替えていることも相場を支

援している。

国際エネルギー機関（ＩＥＡ）は１４日公表した月報で、世界的なエネルギー不足で石油需要が日量５０万バレル増

加するとの見通しを示した。また、石油輸出国機構（ＯＰＥＣ）プラスの今年第４・四半期の生産量が推定需要を日

量７０万バレル下回ると予測。少なくとも年内は需要が供給を上回るとの見通しを示した。
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２０２1年　10　月　16　日　　担当　小松

NY商品、原油が続伸　一時7年ぶり高値　金は反落

【NQNニューヨーク=戸部実華】15日のニューヨーク・マーカンタイル取引所（NYMEX）で原油先物相場は続伸した。

WTI（ウエスト・テキサス・インターミディエート）で期近の11月物は前日比0.97ドル（1.2%）高の1バレル82.28ドルで

取引を終えた。一時は82.49ドルと期近物として7年ぶりの高値を付けた。世界的なエネルギー不足を背景とした需給の引

き締まりを意識した買いが優勢だった。

朝方発表の9月の米小売売上高が市場予想に反して増え、堅調な米景気を受けた原油需要の拡大観測も相場を支えた。

国際エネルギー機関（IEA）が前日に発表した月報で、2021～22年の世界の石油需要見通しを上方修正した。天然ガスや石

炭の価格上昇で代替エネルギーとして石油需要が増えるとの見方を示した。15日も原油需給が逼迫した状態が当面は続く

とみた買いが続いた。北海ブレント先物相場は15日、一時85ドル台と3年ぶりの高値を付け、WTIも連れ高した面があっ

た。

良好な米経済指標を受けた買いも入った。9月の小売売上高は前月比0.7%増と市場予想（0.2%減）に反して増加した。バイ

デン米政権が15日、米国に入国する外国人旅行者への入国制限を11月8日に撤廃すると発表した。入国を原則禁止していた

国からも新型コロナウイルスのワクチン接種証明があれば入国できるようになり、ジェット機燃料などエネルギー需要が

拡大するとの観測を誘った。

石油サービス会社ベーカー・ヒューズが15日に発表した米国の原油生産向けの掘削設備（リグ）稼働数は前週から12基増

えた。ただ、世界的な需給の引き締まり観測が強く、相場への影響は限られた。

ニューヨーク金先物相場は4日ぶりに反落した。ニューヨーク商品取引所（COMEX）で取引の中心である12月物は前日比

29.6ドル（1.6%）安の1トロイオンス1768.3ドルで取引を終えた。米長期金利が一時前日比0.06%高い1.57%を付け、金利

の付かない資産である金の投資妙味が薄れるとみた売りが優勢だった。米株高や暗号資産（仮想通貨）のビットコイン価

格が約半年ぶりに6万ドル台を回復したことを受け、投資家のリスク選好姿勢が強まったことも金先物売りを誘った。
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２０２1年　10　月　15　日　　担当　小松

ANA、再生燃料利用で証書　日本通運などとコスト分担

全日本空輸（ANA）は14日、航空機の脱炭素につながる「持続可能な再生燃料（SAF）」の利用を企業と協力して促

進する取り組みを始めたと発表した。SAFを使った同社の航空機で貨物を運ぶと、SAFのコストを一部負担する代わ

りに証書が発行され、環境に優しい輸送を使ったことを取引先や投資家に情報開示できるようにする。まず日本通運

など貨物事業者3社と始め、今後、旅客便での活用も目指す。

新たに始めた取り組みは「SAFフライトイニシアチブ」。第1弾として日本通運、近鉄エクスプレス、郵船ロジスティ

クスの3社が参加する。3社はすでに9月末にSAFを搭載したANAの貨物便を使った輸送を行い、このほどANAが証書を

発行した。

発行する証書は環境に優しいフライトを使ったことを証明するもので、第三者機関の認証を受けた。貨物事業者は輸

送での二酸化炭素（CO2）削減への貢献を取引先や投資家に開示する際に証書を活用できる。こうした取り組みは欧

米の航空会社が先行するが、日本では初めて。

今後、貨物だけでなく、出張で航空機を使う企業も利用できるようにする。新型コロナウイルスの影響で出張は減っ

ているが、将来的な再開を見込む。

旅客便を対象とした取り組みの開始時期と料金設定は調整中だが、航空機を出張で使う頻度の高い上場企業などを対

象に、参加を促していく。

取り組みを始めた背景に世界的な脱炭素の流れがある。特に航空輸送を使う荷主の間で、輸送時のCO2排出量の開示

を重視する傾向が世界的に強まっているためだ。今後、輸送に関わる貨物事業者も環境負荷を開示する必要性が増し

ている。

SAFは廃油や植物を原料とした再生燃料で、航空機運航のCO2排出量の8～9割を実質減らせる。しかし、世界の供給

量は航空燃料全体の1%以下。コストも既存のジェット燃料の3～5倍と高い。ANAは取り組みを通じ、SAFのコストを

輸送網全体で負担できる仕組みをつくり、普及にもつなげたい考え。

ANAの平子裕志社長は同日の記者会見で「SAFに関する具体的な取り組みは欧米諸国で先行し、残念ながら日本は大

きく立ち遅れている」と危機感を示した。その上で「産業界全体で認知を広げ、SAFの量産と普及を目指していく。

多くの企業の皆様にご理解とご協力をお願いしたい」と話した。
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２０２1年　10　月  18日　　担当　小松



　　担当 坂田　 

　

2021年10月18日

コートジボワール油田と脱炭素

イタリア炭化水素公社（ENI）は9月、アフリカ西部コートジボワールの沖合で最大20億バレルの石油

資源を発見したことを明らかにした。コートジボワールは世界最大のカカオ豆生産国だが、同国にとっ

て大規模な油田発見に、国内は喜びに沸いた。シセ大統領府官房長は「大発見だ。この国にとってプラ

スになる」と語る。

だが、誰もがそう信じるわけではない。多くの先進国が化石燃料から離れ始め、一部の金融機関は二酸

化炭素（CO2）排出を伴うプロジェクトへの投融資に消極的になっている。英金融シンクタンク、カー

ボン・トラッカーのエネルギーストラテジストのキングズミル・ボンド氏は「化石燃料の採掘への関与

は、思われているよりもはるかにリスクが大きい」と話す。

足元で石油・ガス価格は高騰したが、ゆくゆくは需要の減少が価格を押し下げるだろう。コートジボ

ワールのような深海油田は生産コストが高く、競争力を失うというのが大方のアナリストの見方だ。

第26回国連気候変動枠組み条約締約国会議（COP26）を10月末に控え、発展途上国にどこまで脱炭素を

求めるかの論議にもつながる。コートジボワールは太陽光発電など再生可能エネルギーの比率を引き上

げる方針だが、カマラ・エネルギー相は「2030年までにエネルギー需要は大幅増の見通しで、ガスが必

要になる」とみる。

世界は、アフリカなどを考慮せずにクリーンエネルギーへの転換を進める危険があると指摘するのは、

アフリカ最大の銀行スタンダードバンク（南アフリカ）のケニー・フィフラ・ホールセール部門最高経

営責任者（CEO）だ。またカーボン・トラッカーのボンド氏は、アフリカ諸国の政府は切迫感を持ち、

最終的に化石燃料より豊富で安価になる太陽光と風力に目を向ける必要があるとしている。

コートジボワールのシセ大統領府官房長は、みつかった大規模資源を放置することはないと述べる。油

田を開発する企業が、銀行融資の確保に苦労すると思わないかとの問いには「油田がみつかった以上、

資金調達に問題は生じないと言い切れる」と答えた。

日経新聞 ロイター通信 化学工業日報 燃料油脂新聞 環境ビジネス



　　担当 坂田　 

　

2021年10月18日

コロナ後の機械需要、回復まだら模様に　IHI井手社長

新型コロナウイルス禍からの経済回復を探る動きが世界で本格化してきた。航空機や発電プラント、産業

機械など機械需要から見た景気の行方を、IHIの井手博社長に聞いた。

――航空機需要の回復をどう見ていますか。

「航空機エンジンは中小型機向けが想定より早く戻りつつある。保守用の交換部品の販売が増え、欧州エア

バスの最新中小型機向けのエンジン生産も（水準が）上がってきた。中小型エンジンの生産は2023年にはコ

ロナ前の水準に戻るだろう。長距離用の大型エンジンがコロナ前に戻るのは24年以降になるのではないか」

――地域別ではどうですか。

「米国や中国などワクチン接種が進んだ国では、短距離の国内線需要が伸びている。中国ではコンプレッ

サー（圧縮機）、自動車用のターボチャージャー（過給機）も回復傾向にある。様々な設備に組み込む圧縮

機は産業全体の動向を判断する指標だ。航空機エンジンよりも早く、昨年後半には需要が下げ止まった。日

本国内の産業機械需要も戻りつつある」

「東南アジアは回復の足取りが弱い。マレーシアでは都市が封鎖されるなど、感染の拡大とワクチン接種の

遅れの影響がある。航空機エンジンだけでなく、自動車生産のサプライチェーン（供給網）が寸断され、過

給機を供給するIHIも影響を受けている」

――アジアのインフラ投資の動向は。

「発電所建設は大きく減速した。コロナの影響で目先の工事が影響を受けている地域もある。石炭火力発電

所の新設は厳しいが、天然ガス火力を中心に新案件が出始めている。足元ではタイのガス火力や中東での産

業プラントを受注した」

――脱炭素の潮流をどう見ていますか。

「石炭火力は融資や保険がつかず新設は厳しい。ただし、国によって置かれた条件が違う。東南アジアも再

生可能エネルギーへの転換が好ましいが、地理的、財政的な制約からすべて再生エネでまかなうには時間が

かかる。古い石炭火力を改造したり、バイオマス（生物資源）燃料と一緒に使ったりして、使用中の設備か

ら出る温暖化ガスを減らすトランジション（移行期）の対策が重要だ」

――水素やアンモニア燃料の可能性は。

「脱炭素の現実的な選択肢になりうる。日本で液化天然ガス（LNG）が便利に使えるまでに50年かかったが、

水素やアンモニアにそんな時間はない。電力や工業分野、船舶など多様な用途を開拓し、技術を開発してコ

ストを下げる循環を世界中の企業とつくる必要がある。この分野で日本がチャンスをつかむためにも欠かせ

ない」

――脱炭素へ日本政府に何を求めますか。

「エネルギーの問題はバランスが重要だ。30年度に温暖化ガスを46%削減する目標には原子力発電所が必要

だし、再生エネの調整電源としての火力も要る。カーボンニュートラルだけでなく、日本の産業競争力にか

かわる。日本でものづくりを続けていくには、自立するための取り組みをすべてやることが重要だ」

日経新聞 ロイター通信 化学工業日報 燃料油脂新聞 環境ビジネス


